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「共謀罪」法案　与党は会期内での成立を狙う

６月１８日に会期末を迎える国会は、内心を処罰する｢共謀罪｣法案を今国会中に成立させようと与野党の攻防が激しくなっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ政府・与党は、会期内での同法案の成立を狙っていますが、参議院法務委員会での審議は５月３０日に始まったばかりです。６月１日の参考人質疑では｢戦後最悪の治安立法だ｣などの反対意見が出され、監視社会につながる危険性も明らかになりました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ｢共謀罪｣法案への国民的な理解が得られていないことも世論調査で明白です。法案の衆議院通過を受けた「朝日」の世論調査では、衆議院での審議が｢十分ではなかった｣と答えた人が６０％、法案への国民の理解が「深まっていない」は７３％に上ります。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ国連の人権理事会が任命した、プライバシー権に関する特別報告者が、｢共謀罪｣法案について｢広範な適用範囲によって、プライバシーに関する権利と表現の自由への過度の制限につながる可能性がある｣と警告を発し、法案を成立させることは正当化できないとする書簡を安倍首相に出した事の対応も問題になっています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｐ国会論戦と世論に追い詰められながら、会期末に合わせて同法案の採決を強行することは許されません。

深まる「加計学園」疑惑
一方、学校法人「加計学園」の獣医学部新設をめぐっては、安倍首相サイドから圧力が加えられたのではないかとの疑惑がさらに深まっています。文部科学省の前川前事務次官の証言などで、内閣府、和泉首相補佐官、木曽内閣官房参与（当時）という三つのルートで同省に圧力がかけられたことも新たに明らかになりました。野党側は、真相の徹底解明を求める構えです。　　　　　　　　　　　　　　ｐ加計学園問題は、「共謀罪」法案とともに国会の焦点となっており、６月５日の衆議院決算行政監視委員会、参議院決算委員会でも厳しく質されました。
「ルールある経済社会」と「自主・自立の平和外交」
世界の動きがわかる「しんぶん赤旗」をお読みください。
日刊紙　月３,４９７円　　日曜版　月８２３円
桑名市議員団 星野公平のＨＰは　 http://hoshino.jcpweb.net/
ご意見をお寄せください　ＦＡＸは　２２－３０２８　（星野自宅）
６月議会（議案４０件と報告６件）値上げ議会の再開
議案は、平成２９年度補正予算４件（一般会計、国保特会、医療センター貸付特会、水道会計で総額１１０百万円）、３月議会で否決され再提出する「使用料の値上げを含む条例の一部改正２９件」（下記）と条例の一部改正５件（職員退職手当支給、廃棄物の減量・適正処理、道路占用料徴収、法定外公共物管理、上下水道事業経営審議会）、工事施工に関する協定の締結（近鉄自由通路新設と駅舎改築）と市道の認定・変更の各１件です。
【値上げ関連の２９議案】市民会館(＊)（全面改正の為条例の制定に)、多目的ホール、新西方コミュニティセンター、多度東部多目的集会所、多度南部コミュニティプラザ、多度北部コミュニティセンター、総合福祉会館、長島福祉健康センター、福祉センター、多度すこやかセンター、隣保館、斎場(＊)、輪中の郷（産業活性化センター）(＊)、輪中の郷（ふるさとセンター）、漁業交流センター(＊)、長島水辺のやすらぎパーク、都市公園、自転車等駐車場、長島防災コミュニティセンター、公民館、図書館、大山田コミュニティプラザ、スター２１、プレイルーム、長島ふれあい学習館、陽だまりの丘生涯学習交流センター、体育施設(＊)、博物館(＊)、六華苑。
注：(＊)は、使用料等の値上げ以外の変更が含まれています。
報告は、予算の繰越計算書４件と専決処分（介護高齢課）、議決事件に該当しない契約について（下水道建設工事委託）の各１件です。
議案・報告は７日に渡され、詳細については、９日に説明を受けます。

２０１７年　６月議会スケジュール

６月１４日（水）　午前１０時　　本会議開会（議案上程、提案説明）
６月２０日（火）～２３日（金）　午前１０時  本会議（議案質疑・一般質問）
６月２６日（月）、 ２７日（火）  午前１０時　常任委員会
７月　３日（月）　午後　１時  　本会議（委員長報告、討論、採決）閉会
総合支所・地区センターの廃止と「まちづくり協議会」
２０１８年(平成３０年)４月から、総合支所(多度、長島)が廃止され、地区市民センターに
住民票等の証明書発行や税金・手数料の収納等の一部の業務は残りますが、地域住民にとって大切な業務が本庁担当課（桑名市役所）に集約され、本庁まで行かなければならない事が増えます。

地区市民センター(大山田を除く、城南･久米･桑部･在良･七和･深谷･伊曽島)を廃止して、公民館を統合しコミュニティセンター(仮称)に
住民票等の証明書発行や税金・手数料の収納が出来なくなります。変わりに、地域の困りごとの相談とか地域のまちづくりの支援を行うそうです。職員は減り、地域担当職員が１－２名配置されるそうです。（市は、住民票等の証明書は、マイナンバーカードを取得して、コンビニで取れと言ってます。）
既に、市内数十カ所で、自治会長を中心に説明会を実施し、今後、地域住民を対象に説明会を行っていくそうですが、詳細は決まってない事が多いようです。説明会には参加して、意見を言って行きましょう。
そして、２０２１年(平成３３年)には、市内全地域に「まちづくり協議会」（仮称）が設立され、「地域づくり一括交付金制度」が創設されます。
地域の魅力探し、計画づくりと言いますが、現在の自治会などを解体し、本来なら市がしなければならない住民福祉などを自助・共助の名で素人の住民にやらせることも入っているようです。
充電しています。（各種研修会、講演会に参加）
１、第４０回市町村議会 議員研修会in神戸（５月１５日、１６日）

①「自然災害への備え」―事前復興政策と受援力を考える　西堀喜久夫（愛知大学教授）　　　　　　　　　[「受援力」と「豊橋市地域強靭化計画」を学ぶ。]
②｢『我が事』として『丸ごと』国保の都道府県単位化をとらえる｣〜地域の医療・介護保障をどう進めるか〜長友薫輝（三重短大教授）　[今後の国保税について]
２、第４３回東海自治体学校（名古屋）（５月２１日）

①「市民の共同で憲法が生きる自治体を展望する」　中山徹(奈良女子大学教授)
[反自由主義勢力の共同をどう進めるか。キーワードは市民と共同]
②住民自治を実現する　豊島明子(南山大学教授)[沖縄・辺野古問題と地方自治]
３、農民連主催　これからの農業と食を考える講演会（６月３日、伊勢農協）

真に強い農業をめざして～所得向上を名目にした農業弱体化法に立ち向かう　　鈴木宣弘(東大教授)[ＴＰＰ廃棄の実現。｢今だけ、金だけ、自分だけ｣から｢共生｣]
請願２件を提出
１、農業者戸別所得補償制度の復活を求める請願（農民運動三重県連合会）
２、介護保険の新「総合事業」において、みなし指定終了後も専門職による「現行相当サービス」を廃止せず、充実を求める請願書（介護をよくする桑名の会）

農業者戸別所得補償制度の復活を求める請願

請願団体　農民運動三重県連合会
【請願の趣旨】
米価が生産費を大きく下回る水準に下落し、多くの稲作農家が「これでは作り続けられない」という状況が生まれています。また「安いコメ」の定着によって、生産者だけでなくコメの流通業者の経営も立ち行かない状況となっています。
こうしたなかで政府は、農地を集積し、大規模・効率化をはかろうとしていますが、この低米価では規模拡大した集落営農や法人ほど赤字が拡大し、経営危機におちいりかねません。
平成２２年に始まった「農業者戸別所得補償制度」は、米の生産数量目標を達成した販売農家に対して、生産に要する費用（全国平均）と販売価格（全国平均）との差額を基本に交付する「直接支払い（１０ａあたり１５，０００ 円）」が行われ、多くの稲作農家の再生産と農村を支えていました。
平成２５年度からは「経営所得安定対策」に切り替わり、米については平成２６年度産から１０ａあたり７，５００ 円の交付金へと引き下げられ、稲作農家の離農が加速し、地域がいっそう疲弊しています。しかも、この制度も平成３０年産米から廃止されようとしています。
これでは、稲作経営が成り立たないばかりか、水田のもつ多面的機能も喪失し、地域経済をますます困難にしてしまうことはあきらかです。
私たちは、いまこそ欧米では当たり前となっている、経営を下支えする政策を確立することが必要だと考えます。そうした観点から、当面、生産費をつぐなう農業者戸別所得補償制度を復活させて、国民の食糧と地域経済、環境と国土を守ることを求めます。以上の趣旨から、下記事項についての意見書を政府関係機関に提出することを請願します。

【請願事項】
1． 農業者戸別所得補償制度を復活させること。

２０１７　平和大行進　に参加を（市役所―近鉄川越富洲原駅）
６月１２日（月）午前９時集合　　　桑名市役所南「新矢田公園」

主催　原水爆禁止世界大会桑名員弁実行委員会[image: image1.png]



日本共産党桑名市議団　星野公平ニュース
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発行　　　　日本共産党桑名市議員団 　☎２４－１３１０


発行場所　桑名市中央町２－３７　桑名市役所議員控室


自宅　　　　桑名市立花町１－１４－７ 　☎２２－２９７５











































































































